
- 1 -

松村通信第１１０号
2020 年 8 月 31 日

松村勝弘

政権終末にあたって
「官邸主導」？リベラリズム？

安倍政権の「成果」を問う 安倍政権が終末
を迎えた。長期政権であった。アベノミクス
でもてはやされた。その評価は後世に委ねる
としても、その成果はさほどでないことは今
や明らかになった。政権に批判的でもない日
本経済新聞記事による評価でもぱっとしな
い。すなわち言う（「アベノミクス、後半失速、鈍い

物価上昇・低成長脱せず、雇用・訪日客は成果」『日本経

済新聞』2020 年 8 月 31 日号）。「第２次安倍政権は
経済再生をうたい、雇用情勢の大幅な改善な
どを実現した。訪日客数も伸ばしたが、新型
コロナウイルス禍で急ブレーキがかかった。
総じて任期後半は失速が目立ち、物価上昇率
２％といった目標は遠のいた。東京一極集中
の是正を掲げた地方創生などの政策も十分な
成果は上げられなかった。」この記事では、
７年８カ月に及んだ歴代最長政権の「実績」
が検証されているが、「１３年６月にまとめ
た『日本再興戦略』は経済成長率を１０年間
の平均で国内総生産（ＧＤＰ）の伸びを名目
３％、実質２％とする高成長をめざすと宣言
した」が、「実質成長率は最初の１３年度に
さっそく２・６％を記録したものの、翌１４
年度は消費税率の引き上げもあってマイナス
成長に転落。その後は２％に届かないどころ
か１８年度は０・３％、１９年度は０・０％
と失速が鮮明になった。コロナ禍が追い打ち
をかけた２０年度は大幅なマイナス成長に陥
るとの見方が多い。」

とにかく長期政権の割にその成果はぱっと
しない。ごたぶんに漏れず、最近はやりの[官

ではなく]政主導、官邸主導が謳われた。「日
本再興戦略」はその際たるものでもあり、政
権の目玉でもあり、これがアベノミクスその
ものであった。
官邸主導を問う 最近のコロナ問題に関連

して私はフェースブックでこのようにコメン
トした。

官邸主導というと政策がいかにも効率的
に行われるように思われるが、そうではな
い。官邸は政府のなかでも現場からいちば
ん離れていることがネックとなる。新型コ
ロナウイルス対応をめぐる下記記事からそ
れがわかる。
「新型コロナウイルスへの対応で浮かび上
がったのが最長政権を支えてきた官邸主導

の政策決定構造の目詰まりだった。／４日
の自民党総務会。『なぜＰＣＲ検査が増え
ないんだ』。出席議員の質問は当時の厚生
労働省医務技監、鈴木康裕氏に集中した。
議員たちの発言はなかなか収まらず１時間
に及んだ。／安倍晋三首相が検査の能力拡
大を公表しても厚労省は慎重姿勢を続けて
きた。『人的な目詰まりもあった。実行は
少ないというのはその通りだ』。……よう
やく１日５万９千件に上がった検査能力も
海外では見劣りする。
２０１２年の政権発足後、首相は『官邸１
強』とも呼ばれる体制を築いた。菅義偉氏
を一貫して官房長官に起用し省庁ににらみ
をきかせた。……省庁や与党には一握りの
官僚が動かしているようにも映る。コロナ
はそんな官邸主導を突いた。

首相は連日、連絡会議を官邸で開いてき
た。向き合うのは保健所や検査などの現場
情報をもつ厚労官僚である。

厚労省の中でも専門的知識を持つ医系技
官や薬系技官らを動かすのは難しい。一定
の独立性を保ち、人事での政治の介入も限
定的だ。……

日本政府は８月、内閣官房の対策室の規
模を約７０人に拡大した。官邸で政官の知
見を幅広く吸い上げる必要がある。

一橋大学の中北浩爾教授はこう語る。『客
観的なデータや専門的な知見は官が持って
おり、政と官は役割分担すべきだ。官邸１
強のプロセスだけで物事を解決しようとし
ても限界が生じる』」（「最長の先陰る１強（４）

『官邸主導』目詰まり―コロナ下、厚労省動かず、政

官の知見集約が必要に。」『日本経済新聞』2020 年 8 月 27

日号）

PCR 検査が進まないのは、厚労省の利権
のためであると言われている。全国の大学医
学部を管轄しているのは文部科学省である。
これと連携すれば容易に PCR 検査の件数を
増やすことができるが、縄張り争いのためそ
れができないと言われている。「えっ、官邸
主導じゃなかったの」といわなければなるま
い。官邸が主導して省益を超えたところで政
策が行われるはずではなかったのか。

結局、官邸主導は先にも述べたように、い
ちばん現場に遠いところから政策を立案執行
しようとすることに他ならない。
リベラリズムの失敗 ある先生に薦められ
て、パトリック・Ｊ・デニーン、角敦子訳『リ
ベラリズムはなぜ失敗したのか』（原書房、2019
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年）を読んだ。リベラリズム[自由主義]とはウ
ィペディアによれば、「自由と平等な権利に
基づく政治的および道徳的哲学である。自由
主義者はこれらの原則の理解次第で幅広い見
解を支持するが、一般的には個人主義、立憲
政治、個人の権利（公民権および人権を含む）、
資本主義（自由市場）、民主主義、世俗主義、
男女平等、人種の平等、国際主義、言論の自
由、表現の自由、そして信教の自由を支持す
る」ものであるという。美しい。今日当然の
こととして受け入れられているように思う。
しかし、これが失敗したというのである。あ
る人のまとめによれば、本書の内容はこのよ
うにまとめられるという。「今日の米国の左
右の思想を切って捨てるだけでなく、米国建
国の礎となった近代リベラリズム（自由主義）

をベーコン、ホッブズ、ロックといった初期
の啓蒙思想家にまでさかのぼって批判。個人
主義に基づく自由主義に代えて、小さな『共
同体』の復権から政治を立て直すよう訴え
る。」（https://premium.toyokeizai.net/articles/-/22973）

デニーンからの引用。「なんといっても、
1934 年当時の米国政治学会理事長のウォル
ター・Ｊ・シェパードからして、アメリカの
伝統的な民主主義『信仰』を根本的に考え直
すよう提案している。信頼できる証拠から、
国民は知識や英知ではなく無知と浅慮に導か
れているのがわかったのだ。『物の道理だけ
でなく、感傷や気まぐれ、感情も世論の大き
な部分を占める要素である……われわれはも
はや「民衆の声は神の声」とは思えない』シ
ェパードはブレナン、カプラン、フリードマ
ンなどが示したのと同じ理由から、民主主義
は擁護できないと結論づけて、同じ政治学を
研究する者に、民衆への信頼の不当性に気づ
いてほしいと訴えた。選挙民を『聖者扱いす
るのはやめるべきだ……普通選挙権の原則を
見直し、代わりに教養などを確かめるテスト
を実施して、これまでたびたび選挙を支配し
てきた無知や無学、反社会的要素を排除しな
くてはならない』。」(195-196 頁)ここなどを読
んで、そうだ、そうだと思ってしまう。

共同体の束縛から個人主義が解放されて、
自由を謳歌するはずの個人が、その自由を謳
歌しすぎて暴走する。ポピュリズムがその典
型であり、今日それが世界を席巻している。
共同体の解体 近代的個人主義は中世共同体
からの解放を、当初は国家を利用して行なっ
たが、中間集団たる共同体が破壊されてしま
うと、あらゆる問題が直接国家によって解決
されざるをえなくなり、国家主義がますます
強まるという矛盾が生じる。「個人→共同体
→国家」という形で個人と国家を媒介してい
た共同体・中間集団が弱体化して中間集団を
通じて解決できた問題がすべて国家によって

解決されざるをえなくなる。
「近代の全体主義の大きな特徴は、不満をい
だいた人々の孤独感を疎外感を癒す対象とし
て存在感を増し、権力を握るようになったこ
とにあると分析している。地域的な組織への
所属意識や人づき合いが希薄になった結果、
生じた隙間を埋めようとする人々は、遠方の
抽象的な国家と完全に一体化したいと熱狂的
に望む傾向がある。この分析はナチズムが崩
壊し共産主義が台頭したあとしばらく信奉者
を集めたが、それ以降はスポットライトから
遠ざかっている。」(81 頁)「『19 世紀全般にわ
たって、個人主義と国家権力とのあいだには
ひろく緊密な関係があったが、そのどちらに
ついても、人と国家の仲立ちをする領域の制
度との関係は一様に弱体化している。このこ
とに気がつかなければ、一見逆説的でそのよ
うにも見られてもいた現象、すなわち経済と
モラルにおける個人主義が出現してからちょ
うど一世紀半後にあたる 20 世紀になって、
大規模な政治権力の集中が起こった訳を理解
するのは困難である。』[ニスベット『共同体の探

求』]」(82 頁)

経営者従業員共同体の解体 現在の日本も身
近な存在である共同体を通じて解決できない
ので、すべて国家依存になっている、という
点では同じような問題を抱えている。「官邸
主導」などの言葉もその延長線上にある。か
つて共同体が取り持って個人の期待を国家に
伝え実現していたのに、今や、共同体が解体
されて個人はバラバラにされてしまったので
はないか。いわゆる「新自由主義」はリベラ
リズム・個人主義・市場主義全盛期をもたら
している。

私の専門領域である「コーポレート・ガバ
ナンス」論もしかりである。会社を株主個人
に分解し、彼らが経営者を監督すべきという
個人主義的会社理解に発した考え方である。
日本的経営で見られた経営者従業員共同体は
いまや古いと見られている。解体の対象とさ
れている。以前なら労働者福祉の一環を担っ
ていた会社がその場面から退場した。かつて
のように経営者は雇用維持を金科玉条としな
くなり、非正規雇用労働者を利用して人件費
を削減し、株主還元に邁進している。これは
労働者の所得が増えず景気低迷 GDP 成長鈍
化をもたらす。ももちろんここでの株主の中
心は米国機関投資家なのである。彼らこそが
新自由主義の主流部隊である。

ＨＰ，ＦＢを見て下さい。又何でも意見を。
皆 さ ん の ご 意 見 を 歓 迎 し ま す 。 HP

（http://www.ritsumei.ac.jp/~matumura/）もご覧下さい。
フェースブックもやってます。また，メールで意見
交換しましょう。メールをよこして下さい
（matumura@mba.ritsumei.ac.jp）。


